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物価高騰対応の主な事業 

 

１．物価高騰対応定額減税一体支援給付金（こども加算分）（P.74）  ５４，５００千円 

電力やガスのエネルギーをはじめ、食料品などの物価高騰により家計の負担が急激に増加

することとなった低所得世帯のうち、世帯員に１８歳以下の児童がいる世帯に対して、１人

当たり５万円の定額減税一体支援給付金を支給しました。（国事業） 

※令和５年度繰越事業 

支給対象世帯：世帯員全員が、令和５年度分の住民税が非課税の者で構成されている世帯 

及び令和５年度分の住民税均等割のみが課税される所得以下の者で構成

される世帯のうち、１８歳以下の児童がいる世帯 

   支給世帯数 ：１，０９０世帯 

   支給総額  ：５４，５００千円 
 

２．物価高騰対応定額減税一体支援給付金（調整給付分）（P.75）  ５３９，４１０千円 

令和６年度税制改正に伴い、令和６年分の所得税及び令和６年度分の個人住民税所得割に

おいて、定額減税を実施し、定額減税可能額が所得割税額または個人住民税所得割を上回り、

減税しきれないと見込まれる個人に対して、減税しきれない差額を給付金として支給しまし

た。（国事業） 

    支給対象世帯：納税者及び配偶者を含めた扶養親族に基づき算定される定額減税可能額が、

令和６年に入手可能な課税情報を基に把握された当該納税者の令和６年分

推計所得税額又は令和６年度分個人住民税所得割額を上回る者の世帯 

          ※定額減税額：１人当たり所得税３万円・個人住民税１万円 

支給世帯数 ：１２，４５９世帯 

支給総額    ：５３９，４１０千円 

 

３．物価高騰対応定額減税一体支援給付金（非課税化世帯等給付分）（P.75） 

                             １２４，８９０千円 

物価高騰により厳しい状況に直面した方々に対して家計支援として「定額減税一体支援給

付金（非課税化世帯分）」を支給しました。 

支給対象世帯：①令和６年度新たに世帯員全員が、令和６年度分の住民税均等割が課税さ

れなくなった世帯（１０万円/世帯、平成１８年４月２日以降に生まれた

子ども１人当たり５万円を加算） 

②令和６年度新たに世帯員全員が、令和６年度分の住民税均等割のみが課

税となった世帯（１０万円/世帯、平成１８年４月２日以降に生まれた子

ども１人当たり５万円を加算） 

支給世帯数 ：①７７９世帯 

②３６６世帯 

※子ども加算対象者（子どもの人数） ２０１人 

支給総額  ：①７７，９００千円 

②３６，６００千円 

※子ども加算対象者分１０，０５０千円 

            ※給付後に要件を満たさなくなった３４０千円は返還要求中 
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４．物価高騰対応重点支援事業（低所得世帯支援給付金）（P.76）  ２５４，５４０千円 

物価高騰により厳しい状況に直面した低所得世帯に対し「低所得世帯支援給付金」を支給

しました。 

支給対象世帯：恵庭市に住民登録のある世帯のうち、世帯員全員が令和６年度分の住民税

均等割が課税されていない世帯（３万円/世帯、平成１８年４月２日以降に

生まれた子ども１人当たり２万円を加算） 

支給世帯数 ：７，８６６世帯（子ども加算対象者（子どもの人数） ８９８人） 

支給総額    ：２５４，５４０千円 

※令和７年度予算へ一部明許繰越 ２０，８３５千円 

 

５．物価高騰対応重点支援事業（低所得世帯生活支援給付金）（P.76） ９７，５５０千円 

物価高騰により厳しい状況に直面した低所得世帯に対し「低所得世帯生活支援給付金」を

支給しました。 

支給対象世帯：①令和６年度に恵庭市の実施する高齢者世帯等冬の生活支援事業（福祉灯

油）の対象となっていない世帯（１万円/世帯） 

②令和６年度分の住民税均等割のみが課税されている世帯（２万円/世帯） 

③令和６年度分の住民税所得割額が１万円未満の世帯（１万円/世帯） 

支給世帯数 ：①４，１９６世帯 

②２，２７９世帯 

③１，００１世帯 

支給総額  ：①４１，９６０千円 

②４５，５８０千円 

③１０，０１０千円 

   ※令和７年度予算へ一部明許繰越 １，２３５千円 

 

６．物価高騰対応重点支援事業（地域型保育事業所食材・物価高騰対策事業助成金） 

（P.76）  ４９９千円 

長期化する物価高騰の影響で高騰する給食材料費の一部を支援することにより、利用者の

負担を増やすことなく、給食の栄養バランス及び摂取量を維持し、安心・安全な給食を提供

することができるよう、地域型保育事業所へ食材購入費の支援を実施しました。 

また、光熱費等の物価高騰の影響を受けている地域型保育事業所が安定して事業を継続で

きるよう、光熱費の一部を支援しました。 

 

７．学校給食食材高騰対策事業（P.159）              ４３，７４１千円 

食材購入費が高騰する中で、保護者負担を増やすことなく、学校給食の栄養バランスや量

を維持することができるよう、（一財）恵庭市学校給食協会へ食材購入費の支援を実施しまし

た。 
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